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Ｉアメリカ合衆国における農業労務請負制

概要

1931年の間に，全雇用農業労働者の]０％にあたる約25万人が農業労務請負人のもとで働い

た。請負チーム労働者の大半（53％）は白人であり２８％がヒスパニック，１９影が黒人・そ

の他の人種グループであった。

請負チーム労働者の大部分は合衆国の南東部，北中央五大湖州，南西部および南太平洋沿

岸地方に所在した。彼等の平均年収は2,772ドルで，そのうち1,936ドルが農業労働による

ものであった。1981年において，請負チームの仕事のため農業労働者を雇用する証明書下付

の登録をした9,774人のうち2,557人が労働者をあちこちの圃場に輸送する労働省の認可

を得た。また，827人が彼等の雇用者に住居を与える認可を得た。

１．はじめに

農業労務請負制は労働需要のピーク時に，農業者に対して労働者･を提供することによって

農業という産業に欠かすことのできない用役を提供している。マスコミはしばしば請負人の

弊害の実例を報じてきたが，請負人あるいは彼等が雇う農業労働者について決定的な情報は

ほとんど公表されたことがない，

本報告書は，請負チーム労働者を保護し，また請負人の活動を規制することを企図した

連邦法についての情報を提供するとともに，請負チーム労,働者ならびに請負チーム外労働者

の２つのグループにかんする,情報も提供する。本報告書は請負チーム労働者の生活・労働条

件がどれほど改善されているかについて示唆を写.える。本報告書に利用されたデータは合衆

国労働省雇用基準局および農務省農業賃金労働者調査からえられたものである。分析は最新

の利用可能な1981年のデータによっている。

２．法律

農業労務請負仕事の季節的，一時的性格が請負人に悪用の機会を与えている。請負チーム

内の労働者はしばしば雇１１１を火いに必要としているが，自分の関与しない仕認については労

働二青としての権利に目ざめていない。労働者も農業雇1Zもともに彼等がかかわっている請負

人のことについてはよく知らないことが多い。この状態が無責ＩＴな請負人に労働者や農業雇

主につけこむ機会を与えるのである。

若干の請負人は労'111者の給料支払を差止めたり，イミ衛lliな(i２膳を」7.えたり，危険な｢liを便
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って労働者を輸送したり，自分が供給する商品やサービスを労働者に掛け値で売るなどして，

農業雇主との契約を履行しないとの非難を受けてきた。このさいどの場合には，労働者はか

んたんに請負人に対する債務者になってしまう，その結果，借金を返済するためひきつづき

働くことを強制される。そこに，労働者を隷属させる請負人がでてくることも稀ではない。

これらの弊害を抑えるために議会は労働者と農業雇主の双方を保識する法律を施行した。

(1)農業労務請負人登録法（ＦＬＣＲＡ）

十分に需要の満たされない合衆国の農業労働力を補充するため，合衆｢１１政府は1942年か

ら1962年までの間ブラセロ計画（BraceroProgram）によってメキシコ人労働者を連れ

てきて農業労働に従事させた。1961年に議会がこの計画を継続するかどうかを決定しよう

としたとき，いくつかの公共機関や政府機関は，国内労働者に対するブラセロ計画の影響

について懸念を表lU1した。この計画がもっとも強力に行われた地域，とくに西部では，調

査の結果によれば，合衆国の農業労働者の失業と低賃金，それに，貧しい住居と保健施設

という証拠が示された。議会はアメリカ農業労働者の諸条件を改善するため一連の法案を

提出した。これらの法案の一つが農業労務請負人登録法（ＦＬＣＲＡ）として可決された。

農業労務請負人登録法は，無責任な農業労務請負人（請負チームリーダーとも呼ばれる）

から移動農業労ＩＨＩ)背および農業雇主を守るため1963年にilill定された,〆可決の後Ⅲ修正され

たこの法律は，移動労働者を広く定義して，主たる雇卜Ⅱが農業であったか，又は，季節的，

臨時的たてまえで農業労働に従事した個人とした。この法律は，請負人を定義して，自分

の直系家族員をのぞく移動労働者を農業に雇用するため募集，勧誘，雁用，供給，輸送す

ることによって報酬をえた人としている。

この法律はすべての農業労務請負人に対して労働省から登録許可書を受けるよう命じて

いる。しかし，個人的に自分の経営のため移動労働者を募集した農業者,加工業者，罐詰

業者，綿操業者，包装工場経営者，種苗園従事者は登録の必要がなかった。この法律は又，

もし偶然の機会に｢1分の雇主のﾌﾟこめ労働者の募集や輸送に従翻したのであれば，農業者の

ような適用外の雁主の下にある専従あるいは恒久的使lⅡ人を登録から除外した。コンバイ

ンによる取入れ，乾草収穫，羊毛刈作業を請負うオペレーターもまた葎録から除外された。

販売，養殖，雛くちばし先端除去，雌雄鑑別，保健事業に従ｊｌｌ:する家畜請負作業オペレー

ターも除外された。また，自分の恒久的住居から半径25マイル以内の州内で1年13週間未

満農業労務請負の仕事に従事した人も除外された。この法律および付随規定もまた清負人

が従うべき脱l1llを示している。そして違反を点検し，この法律を施行する権限を労働長官

に与えた。請負人は，もし以下のことに違反するとき登録認可響の取上げ，発行の拒否，
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罰金および監禁条項を受ける。

すなわち，請負人としての活動に従事する以前に適切な登録認可書を人手すること，住

所の変更を労働省に届け出ること，適用される住宅および輸送の規則に従うこと，請負活

動に従事するあいだ登録認可書を携行し，請求のあり次第，労働者および農業雇主に提示

すること，労働条件または自分が農業雇主と結んだすべての取決めを自分の労働者に明示

すること，文字で書いたか，あるいは印刷した給料支払計算書を労働者に提示すること，支

払うべき適正な金額をすみやかに労働者に支払うこと。

請負人はまた労働者に請負人のような特別の立場の人物から品物やサービスを購入する

のを強いたり，証明書不所持の外LL1人労働者を雇用したりすれば農業労務請負人登録法違

反となった。

農業雇主もまた農業労務請負人登録法の諸条項に責任があった。彼等は正当な手続きを

経た労働省登録の請負人のみを雇用しうる。そして請負チーム労働者の給料支払記録を保

持するか，あるいは請負人から給料支払にかんする'情報を人手していなければならなかっ

た。この法律に違反した経営主は労働省登録請負人のサービスおよび労働者紹介サービス

を３年のあいだ拒否される。

労働省は，農業労務請負人登録注について，農業労働者を輸送し，監督し，雇用した一

部の農業雇主およびその使用人を請負人として登録するために必姿なものであると判断し

た。

農業雇主がこの判断に異議をl1lElえたため議会は農業労務請負人奄録法の再検討をはじめ

た。

(2)移動・季節農業労働者保護法（ＭSPA）

農業雇主は，彼等およびその使用人の一部を請負人として登録することを要求する労働

省の決定は彼等に不必要な義務を課するものであるし，農業労働者の労働市場条件を改善

しないものと判断した。移動・季節農.業労働者保護法（ＭＳＰＡ）が農業労務請負人登録

法（ＦＬＣＲＡ）に代って１９８３年に施行された。ＭSPAは農業労務請負人として労働省

に登録しなければならないものをＦＬＣＲＡよりも－そう明確に定義した。

ⅥSPAは農業雇主とその使用人および農業者組合（FalTnAss()ciations）を請負人と

して登録することから特に除外した。ＭSPAはまプヱ，この法を適用する労働者の定義を－

そう明確にした。

この法律では請負チームリーダーのもとで働く移動農業労働者ばかりでなく季節農業労

働者をも特別に含むことになった。FLCRAでは，移動労働:省の範囲を広く定義したばあ
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いにのみ季節労働者を含んだのである。ＭSPAは農業労務請負人を定義して，移動・季節

農業労働者を募集，勧誘，雇用，使IⅡ，供給，輸送して報酬を得る人としている。しかし，

この法律は一切の農業雇主，農業雇主組合，およびそれらの使用人といったいくつかのグ

ループを登録対象から除外している。

当人または直系家族が所有するか経営する農場，ノⅡ]工・種子調整施設，確詰工場，綿繰

工場，包装工場，種苗園のために腱業労務請負をする人はすべて同様に請負人として登録

する必要がなかった。ＭSPAは前年のいずれかの四半期の間に５００労働日未満の労働者

を使用する小規模経営を除外している。この法律はまた，運輸業者，労働および非営利慈

善卜f1体を除外するとともに，請負人の家または業務施設から州内半径25マイル以内で年１３

週未満の地方的で短期の請負活動を除外している。また，FLCRAの下で除外されたコン

バイン請負作業およびその他の請負作業も除外する。

ＭSPAは本質上，FLCRAが果したのと同様の労働者保護を与える。

農業労務請負人，農業雇主，農業雇主組合は，「1分達の移動・季節労働者に労働条件，

賃金・雇用条件について十分な情報を提供しなければならず，自分達の労働者にかんする

詳細な雇用記録を保持していなければならない。労働者のため住宅と輸送を供給する農業

労務請負人は所定の安全・衛生腔準をlllH守せねばならない。ＭSPAは，これらの雇主グル

ープが季節・移動労働肴について週｢１１される労働条Ｉ１:のすべての条lijに反することを禁じ

ている。ＭSPAは請負人が特定の覗業所又は人々から品物やサービスを買うよう労働舌に

要求することを禁じている。そして，証明書不所持の外国人労働者を雇うことを非合法と

している。ＭSPAは移動労働者を定義して，季節的または臨時的なたてまえで農業に雁わ

れ，しかも，mIiiわれている間は1111りがけで'恒久的なＩ１ａｌｉｌＩから離れてilMf征しなければならな

い人としている。季節労働者とは季節的または臨時的なたてまえで農業に雇われるが泊り

がけで家を離れて滞在することのない人である。これらの定義から除外されるのは農業雇

主の直系家族および農業請負人ならびに証明書不所持の外国人労働肴である。労務請負人

および請負チーム労働者にかんする以下の論述はFLCRAが施行されていた1981年に収熊

されたデータをもとにしている。ＭSPAにかかわる請負チーム労働肴のもっと新しい人１１

動態や経済関係のデータは利用できなかった。

3．農業労務請負人

腿業労務請負人にかんするデータは労働省あての農業労務請負人登録認可の申請害からえ

たものである。この巾請書は，請負人の居住地，遂行する仕事の穂類，年間つねに請負チー

ム(が働背として予定しうる還大限の人数，請負人が1｛1111]するあいだ輸送や住居を労働青に与
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えることができるかどうかといった請負人についての情報を与える。

農業労務請負人は農業雇主に対して労働者を確実に供給し，また，労働者に対しては雇用

の手段を与える。農業活動の多くは短期的かつ労働集約的であるからもっぱらピークの季節

に多数の雇用労働者が必要とされる。

これらのピーク時に雇主の多くは自ら助力者を雇用するが，あるものは請負人にたよるの

が楽だし効率的だと考えている。地方的な農業労働者の供給が不十分な地域あるいは言語の

障壁で雇用の困難な地域では，一部の雇主は必要とする労働者の人手にさいして請負人に依

存する。

労働者の方も仕事をみつける手ずるをうるため！そして，１年のあいだの総就労時間を拡

大するため，また，必要とする輸送と住居を得ようとして請負人に依存する。

(1)所在

1981年において，9,774人の農業労務請負人が農業労働者を募集するため労働省に登録

されていた．（表１）

これら請負人は，登録申請の時点では，その過半（52％）は南東部（連邦標準地域Ⅳ）

に，２３％が南西部（地域Ⅵ），１５％が南太平洋沿岸部（地域Ⅸ）に所在していたJ(Fig.１）

全国の請負人の大部分はこれらの地域に所在していた。そのわけは，これらの地域には

労働集約的な果実，野菜，メロンの生産が著しく集中して農業を支配しているからである。

表１農業労務請負人とその使用人，地域別，1981.1.1～12.20

－５－

地域 請負人 |司使用人

合衆国 ９，７７４人 １００％ ８，５８２人 １００％

Ｉニューイングランド

Ⅱニューヨーク ニュージャージー

Ⅲ中部大西洋

Ⅳ南東部

Ｖ北ＩＥＩ二Ｉ央五大湖

Ⅵ南西部

Ⅶ中央部

Ⅶ［｜｣」岳部

Ⅸ南太平洋沿岸部

Ｘ」上西太平洋沿岸部

８０

１５５２

１５０１

5，０４８５２

3４７３

2，２２２２３

８５１

４９１

1，４９８１５

２］２２

２０

6４１

1０６１

2，６０８３０

１，７６７２１

８７７１０

1，２９５１５

5５１

1，６８９２０

1１９１



出所：労働省雇用基準局

（１１農業労務請負人として登録された農業使用人，農業組合およびその使用人を含む。請

負人の使用人とは請負人を助けて労働者を募集，輸送するため雇われるものである。

農業雇主の多くは請負人に依存して，これら作物の植付や収穫のため季節労働者を調達し

たのである

Fig.１連邦標準地域区分
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（２）請負人の使用人

一部の農業労務請負人は労働者の募集や輸送の手伝いをさせるため使用人を雇う。こ

れらの請負人は労働省から登録認可を得ることが必要である。労働省は，1981年には

8,582人の使用人の登録を認可した。その大部分は南東部，北中央五大湖，南太平洋沿岸

部に所在した。北中央五大湖や中央部など若干の地域では登録した請負人の数より使用人

のほうが多かった。このわけは，主として，これらの地域における大規模な種子とうもろ

こしや野菜や果実の会社が請負人として登録することを要求されたし，労働者を輸送した

り募集したりする使用人が請負人の使用人として登録することを要求されたからである。

FLCRAの下では，とうもろこしの穂取りのため６－８週のあいだ労働者を募集する会社

も登録を免除されなかった。これらの会社はMSPAのもとでは登録を免除されている。

(3)輸送と住居

農業労働者を輸送したり住居を与えた請負人は，そのようなことをする認可を労働省か
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ら得なければならない。1981年において，輸送の認可申請２．５５２，住居のそれは８２７であ

った。（表２）

表２輸送と住居の供与認可申請，地域別，1981．Ｌｌ～12.1

出所：前表に同じ

これらの申請の大部分は南東部および南西部からでており，登録請負人の大部分の地域

と同じであった。輸送と住居･供与の認可数（表２）と登録請負人の数（表１）とをくらべ

てみれば，請負人のうちわずかなものがこれらの認可を申請したにすぎないことが分る。

すなわち，請負人の約26％が輸送認可を申請し，１０％以下のものが住居供与の認可を申

請した。労働者に対して住居供与や輸送の認可を受けるためには請負人は一定の要件を満

たさねばならなかった。すなわち，事故が発生し請求が提出されたとき，請負人は乗物の

損害賠・償責任保険の証拠書類あるいは財政上の弁償責任の証拠書類をもっていなければな

らなかった。労働者を輸送するには使用されるすべての乗物が確認され，連邦および州の

安全・保健基準に合致することを示す書類を提示せねばならない。認可された乗物の運転

手は有効な運転免許証および健康状態が良好で適切に運転をなしうることを示す医者の証

明書を持っていなければならない。

住居供与の認可が与えられる前に，請負人は使用に供される住宅施設を確認し，その住

居が連邦・州の安全・衛生基準に合致したという証拠書類を労働省に提出せねばならず，

住居の状況は各機関に郵送されねばならない。
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住居と輸送の認可要件については，ＭSPAでは請負人が指定された条項に従わねばなら

ないことを要求しているほかは，ＭSPAもFLCRAも異らない。

事実上，この要件はFLCRAと違わない。なぜならば，労働省のFLCRAにかんする解

釈は，これらの雇主を農業労務請負人の中に入れているし，彼等はFLCRAの住居および

輸送の要件をみたさねばならなかったからである。２つの法律のあいだにあるそれ以外の

違いは，ＭSPAでは，請負人と雇主は，もし彼等の労働者が州の労働者補償法の適用を

受けるならば，乗物あるいはその他の賠償責任保険をもつ必要がないということである。

しかし，雇主は使用人ではない乗客を輸送するためと労働者補償保険の適用を受けない

使用人のため，やはり賠償責任保険の手段をとらねばならない。FLCRAではすべての労

働者について賠償責任保険が必要であった。

4．請負チーム労働者

以前には統計データがないことから請負チーム農業労働者の'性格についての情報はほとん

ど入手できなかった。本報告書は請負チーム労働者の経済的・人口動態上の性格について新

しいデータを提供する。これらのデータは請負チーム労働者の特性を明らかにするのに役立

つ。なぜならば，この集団は等質ではないからである。請負チーム労働者のデータは1981年

農務省農業賃金労働者調査による。この調査はセンサス局の人口現況調査（ＣＰＳ）に追加し

て行ったものである。CPSは労働力データを収集するため設計された世帯調査である。

この農業賃金労働者調査は隔年の12月に実施されている。ここでの分析はFLCRAが施行

されていた当時のデータにかんするものである。雇用農業労働者が請負チームのメンバーで

あったかどうかを決めるため，調査員は1981年の調査対象について，請負チームのリーダー

又は請負人が1981年じゅうのいずれかの時期に，現金賃金をうるため農業労働に従事しよう

とする労働者を募集あるいは輸送したりしたかどうかをたずねた。その労働者が請負チーム

の一員であったと識別されれば，次に，請負チームにいた間に従事した農業労働日数をたず

ねた。調査員は農業労働者の経済的・人口動態上の特徴にかんする追加データを収集した。

また，請負チーム外の農業労働者の特性についても同様の情報を得た。

1981年農業賃金労働者調査によれば，約25万人の農業労働者が実際に農業労務請負人のも

とで働いた。彼等は1981年の雇用農業労働者総数250万人の10％であった。これらの労働者

の一部は１年のあいだにいくつかの請負チームで働いているとみられる。

（１）農業活動と所在

1981年に請負チーム農業労働者の大部分を雇用したのは穀物，果実と堅果，野菜とメロ
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ンなどを生産する農場であった。（表３）

請負チーム労働者のうち穀物生産に働くものがもっとも多くて28％，果実と堅果が24％，

野菜とメロンが18％であった。

これらの労働者は，大がい，上記作物の,値付，収穫，問びきに従事した。穀物生産に働

いた労働者の多くは，コンバインによる請負収穫作業のオペレーターによって雇用された

のであろう．

表３請負チーム農業労働者および請負チーム外農業労働者の

所在地域と農業活動（1981）

＊９５影信頼水準で請負チーム外農業労働者の比率との有意差あり

出所：農務省経済調査局「農業：賃金労働者凋査」未公表テータ洲
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これらのオペレーターはFLCRAのもとでは，請負チームリーダーとして登録する必要

はなかったのだが労働者たちは，調査のさい，自分を請負チーム労働者だと名乗ることが

多かった。

大部分の請負チーム労働者は南部（連邦標準地域ⅣとⅥ-30％）中西部（ＶとⅦ-35％）

西部（ⅨとＸ-29％）に所在しており，穀物，果実と堅果，野菜とメロンの生産に集中し

ている。

1981年12月の調査実施時には，北東部には請負チーム労IMI者はほとんどいなかった。こ

の理由の一部は，請負チーム労働者は夏から秋にかけて作物の収極とともに北上するが，

12月には冬作物収穫のため南に戻っているためである。おそらく北東部において請負チー

ム労働者が少ないことのより大きな理由は，この地域の農業者，とくにりんご生産者がそ

の作物を収穫するのに臨時外国人農業労働者（Ｈ－２労働者）に依存することが多いため

である。Ｈ－２労働者は，一般には，この調査データには含まれない。というのは，Ｈ－

２労働者の大半はこの調査が行われる１２月まえに母国にⅢi)ってしまうからである。

(2)人口動態上・経済上の特徴

請負チーム労働者の大半は白人（53％）で若〈（67形が25才以「）で移動労働省ではな

い。（表４）

２５才以上の請負チーム労働者の70％は８年の教育年限を修了していなかった。請負チー

ム労働者の年間の主な業態をみると，ほぼ半数が通学であった。（表５）

通学が大きな割合を示すのは，請負チーム労働者では25才以下が大きな割合を占めてい

るためである。

これらの労働者は休暇中または夏休みの間，あるいは放課後に農業労働に従事したので

ある。１年の大半を雇用農業労働に従事して過したものが22％，農業外労働をして過した

ものが10％であった（Ｆｉｇ．２）

請負チーム労働者の大部分は農業外の仕事をもっていなかった。全体として請負チーム

労働者が農業労働にあてた日数は少ないものであった。これは主として学生人口が多数を

占めるためである。請負チーム労働者の大部分は臨時的又は季節的労働者（年間農業労働

従事１５０日以下）である。

請負チーム労働者が年間をつうじて一番長く続けた仕事のもっとも一般的な賃金形態は

時間給であった｡(64％）。そして21％が出来高払給であった。しかし，出来高払給の賃金

は，この調査データからは分らない。

請負チーム労働者の平均年収は2,772ドルで，そのうち1,936ドルが農業労働によるも
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表４請負チーム農業労働者と請負チーム外農業労働者の

人口動態的・世帯上の特性，１９８１
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表５請負チーム農業労働者と請負チーム外農業労働者の就業上の特性，1981

ＮＡ＝利用不可能

＊９５影信頼水準で請負チーム外農業労働者の比率との有意差あり

(1)1年の｢H1に農業労働のほかに農外労働をした人についてのものである=！

HH所：前表に1ｺじ
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Fig.２請負チーム労働者のふだんの主な業態１９８１
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出所：前表に同じ

のであった（表６）。

表６請負チーム農業労働者と請負チーム外農業労働者の収入，1981

－’３－
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(１１統計的有意差検定は基数が５万人より小さい場合には行われなかった。

１２）農外労働収入は農業労働と農外労働の両方を行った25千人の請負チーム労働者，

３９５千人の請負チーム外労働者にかんするものである。一方,年収入計は農外労

働をやらない労働者も含めた全農業労働者についてのものである。したがって，

この農業労働収入と農外労働収入は合計できない。

(3)時間給はこれを受けた請負チーム労働者26千人と請負チーム外労働者289千人に

ついてのものである。

出所：表５に同じ

請負チーム労働者のおよそ％は年世帯収入２万ドル以上層からでている（表４参照）。

したがって平均年収2,772ドル以下という請負チーム労働者は，おそらく，自分たちの

家の世帯収入に寄与することはほとんどないと言ってよい。

(3)労働日数別にみた請負チーム労働者の特徴

請負チーム労働者の性格は，彼等の請負チーム内労働期間の長さによって大いに異なる。

（表７）

請負チーム労働日数75日未満の短期労働者は請負チーム労働者全体の79％を占める。

その大部分は学生（60％）であり，７５％が25才以下であった。大半は白人（61％）であ

り，調査が行われた時点では，南東部，北中央五大湖，中央部，南太平洋沿岸部の地域に

所在していた。その34％が穀物生産，17％が野菜・メロン生産，15％が果実・堅果生産に

従事していた（Fig.３）

Fig.３請負チーム労働日数別にみた主な農業活動１９８１
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表７請負チーム労働日数別にみた請負チーム労働者の性格，１９８１

－－は推定値５００木満。
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短期請負チーム労働者の72％は時間給であるのに対して13％が出来高給で支払われた。

教育水準は低く７８％が高校を修了していない。しかし，これら労働者のほぼ半分は14～１７

才であり，多くは学校の休みの間に請負チーム労働に従事しており，その間やはり通学し

ていた。短期労働者はほとんど移動労働をしていない。

短期労働者の平均年収は1,929ドルで長期労働者の％にすぎなかった（表８）。

表８請負チーム労働日数別の平均収入，１９８１

＊９５％信頼水準で長期請負チーム労働者との有意差あり

lll所：前表に同じ

このグループのほぼ50％は年収すくなくとも12,000ドルの世帯，４０％は20,000ドル以

上の世帯に属していた。

大部分の短期請負チーム労働者にとって，農業賃労働収入は，おそらく世帯の収入のう

ち重要なものではなかったであろう。

しかし，このグループの35％は年世帯収入7,500ドル未満であったから，これらの労働

者にとっては，請負チーム労働による賃収入はおそらく世帯収入の重要な助けとなったと

思われるし,請負チームで75日以｣｡働いた長期労働者は短期労働者とは著しく異なった`性格

をもっている。これら長期労働者の大部分にとって雇用農業労働が1年をつうじて主要な

活動であった。これら労働者の約胎が25才以下，苑が25～54才であった。

したがって，一般に，短期の請負チーム労働者が'１ｔ帯主の血族で，２５才未満で，ふだん

の主な業態が学生であったのと対照的に，長期労働者の大部分は働き盛りの世代で,かつ，

'11:帯主で，世帯収入の大きな部分を受けもっていた｡

短期労働者の人種的構成も長期労働者のそれと異なる。すなわち，長期労働者の大半は

少数民族から成るが，一方，短期労働者の多くは白人であった。

長期労働者のほぼ60％はヒスバニック，19％が黒人・その他の人秘グループより成って

いた（しかし，黒人・その他は２つの労働者グループにおいて数のうえでは大きな違いは

なかった）．凋森実施時点において，長期労働者の55％は南太平洋沿岸部，２６影は南東部

－１６－
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に所在した。５８％は果実・堅果の生産，２１％が野菜・メロンの生産の仕事をした。長期労

働者は短期労働者よりも集約的作物，とくに果実・堅果の仕事に依存している。

南太平洋沿岸部と南東部地域では気候が良好なので，果物や野菜がそのほかの地域より

も長期間にわたって生産される。このことが労働者に対して，ほかの地域よりも多い農業

労働日を与える。それにも拘らず，これら労働者の1/』は，1981年には，粁干の移動農業労

働に従ql:した。長期労働者の半分は出来高給で支払われ，Ｍｉが時'１１１絵で支払われた。これ

と対照的に，短期労iill者の72％は時間給，１３％が出来高給で支払われた．このようなちが

いは，主として，彼等が従事した作物の種類の相違に原因があった。野菜・果実の収穫で

は，出来高給の支払が，ほかの種類の支払形態よりも一般的な`償行である。長期請負チー

ム労働者は短期のものよりも野菜や果実の収穫作業に働くことがより多いようである。

長期労働者の教育水準は低い。このグループでは，わずか１３％が高校教育を終了してい

たにすぎない。正規教育のこの低さは，このグループがより－そうの教育や訓練をうける

のでなければ経済状態改善の限界となるであろう。

長期労働者の平均年収は1981年には5,776ドルで，短期労働者のそれより著しく大きか

った。（表８をみよ）この年収計のうち5,541ドルは農業の賃収入であった。

このグループツjliI行のほぼ50％は年に6,000～１０，０００ドルの収入のある１１１帯からでて

いた。

さらに34％がもっと低い収入の|廿帯からでていた｡彼等の平均tJi収入と|比帯収入からす

れば、長期請負チーム労働者の世帯収入への寄与は短期請負チーム労働者･のそれよりもは

るかに大きい。

5．請負チーム農業労働者と請負チーム外農業労働:者の比較

請負チーム労働者と請負チーム外労働者は多くの共通した性格をもっている。両グループ

とも大部分の労働者は若年層に属し白人であった。多くのものが，通学又は家調従事をふだ

んの主な業態としていた。このように，両グループとも大部分の労働１１Tは１年の間のほんの

短期間を農業賃労働にあてたにすぎなかった。しかし,請負チーム労働街とｉＩｌｉ負チーム外労

働者の間には大きな違いもあった。

(1)人ロ動態上・世帯上の特徴

清負チーム労ＩｉＭ１荷では，請負チーム外労働者とくらべてヒスバニック系労働行がより大

きな割合を占めている．請負チーム労働者では28％がヒスパニック系であったのにくらべ

て請負チーム外労働荷では11％であった（友４をみよ)。

－１７－



しかし，両グループとも白人がやはり最大の人種グループを成していた。黒人・その他

の割合は両グループにおいて大きな違いはない。

請負チーム労働者は，南東部，北中央五大湖，中央部，南太平洋沿岸地域に集中してお

り，請負チーム外労働者は，南東部，南西部，北中央五大湖諸州に集中しているようにみ

える（表３をみよ)。

南太平洋沿岸地域では，請負チーム労働者が請負チーム外労Imll者よりはるかに多く存在

した。

この地域に請負チーム労働者がより高い割合を占めているのは，果実や堅果の生産に請

負チーム労働者がより多く雇われるからであり，又，カリフォルニヤを含む南太平洋沿岸

地域がこれら農産物の主要生産地帯だからである。

請負チーム労働者は世帯主の血縁者であるものが多く，また，１４～24才のものが多い。

しかし請負チーム外労働者は世帯主が多いようである。請負チーム労働者は請負チーム

外のものとくらべて教育水準が低く，高校修了者は21％にすぎなかったが，一方，請負チ

ーム外労働者では教育年限12年修了者が41％となっている。教育水準のこのような相異は

25才以上の労働者についても同様であった。２５才以上の労働者ではⅢ請負チーム労働者の

23％が高校修了者であったが請負チーム外労働者では47％であった．

(2)経済上の特徴

請負チーム労働者のほぼ50％は学生であったし，１年のうち主として農外労働に従事し

たものは10％であった（表５をみよ)。

一方，請負チーム外労働者では33％が学生で１年をつうじて主として農外労働に従事し

たものは18％となっている。両グループを通じて約25％のものが1年のうち主として雇用

農業労働に従事した。

1981年には，両グループとも労働者の多くは農業労働従事日数75日未満であった。しか

し，全体的には請負チーム労働者は農業従事はより少ない。請負チーム労働者の平均農業

労働日数は70日であって150日以上のものは15％であった。しかし，請負チーム外労働者

では28％が１５０日以上農業労働に従事したのでこのグループの平均農業労働日数は１０１日

となっている。「[iiグループとも，その収入は合衆国の農業外民間部}''１の生産労働者の平均

年収（1981年に13,270ドル）を大巾に下回っている｡

請負チーム労働者の総収入は請負チーム外労働者の62％にすぎなかった（表６をみよ)。

すなわち，請負チーム労働者の年収は2,772ドル，請負チーム外労働者は4,470ドルで

あった。
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請負チーム労働者は農業労働によって1,936ドルを得たが請負チーム外労働者のそれは

2,740ドルであった。請負チーム労働者は第一に，農業での労働日数がより少ないことか

ら収入も低かった，また，請負チーム外労働者とくらべて農外の仕事も少なかった。

6．むすび

１９８１年の調査結果によれば，請負チーム外労働者は，全般的に，請負チーム労働者より

も恵まれた状況にあった。請負チーム外労働者は教育水準もより高かったし，より収入の高

い世帯からでて来ていた。これらの相異は請負チーム労働者が請負チーム労働への依存を高

めるほど増大している。

大部分の労働時間を請負チーム内で過す請負チーム労働者は，一般に，働き盛り世代の世

帯主で，教育水準は低く，また低収入の世帯から出ていた。これらの労働者の多くはより安

定したより報IMIのよい職業に転ずる機会はほとんどない。彼等の経済状態が就労の機会確保

のため農業労務請負人への依存をしばしば強いるのである。これらの人々が法律に違反する

無責`任な請負人に乗ぜられやすいといってよい。

農業労務請負人登録法および移動・季節農業労働者保謹法は艘業労務請負人のもとで働く

これら農業労働者の労働条件の改善を促進するための重大な措置であった。

罰金と投獄の宣告は請負人に彼等のもとで働く人々をIlilIiIihさせないために法律の欠くこと

のできない部分とされた。しかし，労働者の酷使をさらに防ぎ労働条件を改善するには，こ

れらの労働者（とくに１年の大半を雁用農業労働に従事する長期の請負チーム労働者）に対

する－そうの教育と訓練が必要である。これらの有利な環境が彼等に農業と農外の好機を広

げ，彼等を保護する労働法を－そうよく理解させることになるであろう。
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Ⅱ農業労務請負人の活動と規制

概要

農業労務請負人は季節労働者と農業の季節仕事とを結びつけて金をかせぐ仲介人である。

彼等は一般に道義的に芳しくない評判をえている。100年にわたる経験は弱い立場の労働者

を酷使する請負人についての多くの実例を含む記録を与えてきた。

連邦政府は１９６５年に農業労務請負人の活動の規制をはじめた。連邦規制の一つは農業労

務請負人に不法入国又は証明書不所持の労働者を雇用させないようにすることであった。

１９７４年における農業労務請負人に対する連邦規制の強化そして再度，１９８２年における

農業労働市場での農業労務請負人の重要性を縮少させようとの企図にもかかわらず，農業労

務i請負活動は拡大しつつある。

労務請負人を利用する農場数ならびに労務請負人に雇用される農業労働者の数は増大して

おり，労務請負賃金支Ⅱ}蔀は全農業賃金支出額よりも急速に増大している。

農業労務請負の雁11]は農場規模別，商品別，地域別に集中がみられる。これのもっとも重

要な利用者はカリフォルニヤの大規模な果実・野菜農場である。

農業労務iiti負人は！少なくとも農業労働者を直接に雁IＵしている腿ｌＩＩｉｌ１Ｚ（Ｇｒｏｗｅｒ）が雇

い入れているのと1,1じていどに不法入国労働者を雇用していると)J1われる。こうして，全農

労務請負労働者の20～30％，および，いくつかの収穫チーム労働者の５０～１００％は不法入国

労働者であることが示唆されている。

労務請負人は労働者］人について千ドルの罰金を課せられるかも知れないのに不法入国労

働者を雇用している。なぜならば，大部分の労務請負人は労働省がこの規制を実施するだろ

うとは確信していないからである。

たとえば，移民帰化局（ＩＮＳ）が120万の不法入国外人を逮捕した１９８３年に，労働省

は労務請負人によって,【`川された’''００人の不法入国労働音を見つけたにすぎなかった｡'）

また，１９８０年代はじめの間に１万５千～1万８千の登録農業労務請負人のうち,わずか

１７３人が不法人ＩＥＩ労働者)IIi1川のかどで実際に罰金を課せられたにすぎなかった。

労務請負人の不法人lIil労働者雇用を禁止する連邦措置にかんする労働省の施行は行政上の

不備のゆえに効果がなかった．すなわち，労働省が不法人国労'1M1済を確認するには移民帰化

局を頼みにしなければならないという現実が労働省の法施行上の戦１１１%の妨げとなっている。

1）両機関とも数１１，１つかまる人間を重複して数えている。
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労働省は労務請負の違反者に対して一般市民なみの処罰を実施しうるにすぎない。また，労

務請負の行動を改めさせる刑事処罰は合衆国司法長官の職務によって実施されるが，合衆国

地方弁護士にとっては優先度の低い事項に属する．

法の実施はまた，経済上の動機が強いがゆえに効果がない。すなわち，不法入国労働者の

入手の容易なことが労務請負人のまん延を助長し，それが労務請負手数料を引下げ，より多

くの請負人に不法入国労働者の雇用をせまる，そして法の実施を－そう困難にする。一般的

な雇主制裁法は,雇主のＩ慣行を法律に適応させたり，あるいは，もっぱら法の網をくぐるう

えで雇主を－そう機敏にし111胤応させているようにみえる。労務請負人のあいだでのこのような

雇主のlllH応性は小規模な未登録請負人のいわゆるまん延，および，多くの農場が直接に労働

者を雇用するかわりに農業労務請負チームを利fllするという傾向としてあらわれている。

農業労務請負の経験は,雇主制裁法の施行がきわめてむずかしいものであること，そして，

不十分な施行が再請負やそのほかの順応形態を生み卜|化ていることを示唆している。

１．農業労働者および農業労務請負人の諸傾向

１９８２年の合衆国における２２０万の農場のうち半分よりやや少ない約100万の農場が人か

れ少なかれ労働者を雇用した。

これら労働者雇用農場の大部分（約87万農場）が直接に労働者を雇い，１４万農場が農業労

務請負人をとおして労働者を雇った。

３つの主要な農業商品部門について農場雇主と支払賃金の配分を示せばつぎのとおりであ

る（表ｌ）（表２）。

表］直接雇用の農場主と支払賃金のシェア

影

]ＯＣ

出所：1982年農業センサス

－２１－

畑作農場

畜産農場

果実.野菜.園芸農場’

…ニミヱ
４２％３２％

5０３５

８３３

農場計
100.0100.0

868,510８４億ドル



表２労務請負人を通して雇用した農場主と支払賃金のシェア

出所：前表に同じ

直接雇用の農場主の半分は酪農・家禽を含む畜産農場が占めている。しかし，果実・堅果

・野菜農場，および，きのこや花卉の園芸特産物を含む園芸農場はもっとも労働集約的であ

って,農場数では8％を占めるにすぎないのに支払賃金では全農業支払賃金の÷を占めてい

る。これらの農場はカリフォルニヤ，フロリダ，テキサスに集中している。１９８２年におい

て，これらの州はそれぞれ直接雇用支払賃金全体の22％，６％，６％を占めている。つぎに，

１９８２年に労務請負人を通して労働者を雇用した農場主のうち畜産農場は43％という最大の

割合を占めている。しかし,労務請負支払賃金全体のほぼ÷が果実･野菜･園芸農場により

支払われた。このことは，これらの農場では労務請負労働者の集中が，|面接雇用労働者より

もはるかに高いことを意味している。

カリフォルニヤ，フロリダ，テキサスにおける労務請負支払賃金のシェアはそれぞれ全体

の38％，１８影，８％を占めており，これらを合計すれば合衆国全体の請負支払賃金額の64％

となるに，

農業雇用，とくに請負労働者は大規模農場に集中している。年農産物販売額50万ドル以上

の大規模農場は，直接雇用の賃金支払額では，全体の半分をやや下回り（46％)，請負賃金

支払額では，全体の半分をやや上回っている（52形)。（表３）

高額の農業賃金額を支出する大規模雇主は農業賃金支払総甑のうち高いシェアを占めてい

る。すなわち，これら農場は直接雇用支払賃金総額の54形，労務請負支払賃総額の69％を古
Ｐ

めﾌﾟこ。

１９７４～１９８２年のあいだに農場総数は減少しているのに農場の雇11]労働は増大した。

しかも労務請負畷１１]は直接雇１１]よりも速いテンポで塒大している。腱業労務請負の拡大は

とくに他の動向とてらし合わせて電要である二

第一に，農業労務請負の拡大は，不法入国労働者雇川に対する禁止令を含めて，多くの労

務請負人を取引から追放すると予言してきた法令上の規制の強化にかかわらず生じているこ

－２２－

農場主支払賃金

畑作農場

畜産農場

果実・野菜・園芸農場

３５％２４％

4３１４

２２６２

農場計
lＯｑＯ100.0

139.229 １１億ドル



表３合衆国の農業雇用，１９７４～１９８２

１９８２増減率

８６９１８３７＋４６

８，４４１，０００＋８１４

１３９，３３６＋１６７

１，１０４，０００＋１１５．６

５７，４１２＋０．９

２，７９６，０００＋９０．２

３３．１

３０，７１１．＋８９．９

６８３，０００＋157.7

６１９

２５，５７８＋1３３．９

３，８６５，０００＋１２６．８

４５．８

１９７４

８３１，３４０

４，６５２，０００

１１９，３８５

５１２，０００

５６，９１９

１，４７０，０００

３１．６

雇用農場…直接雇用

支払賃金（百万ドル）

雇用農場…労務請負人を通じて雇用

支払賃金（百万ドル）

果実・野菜・園芸農場…直接雇用

支払賃金（百万ドル）

シェア

果実・野菜・園芸農場…労務請負人を通じて
雇用

支払賃金（百万ドル）

シェア

販売額50万ドル以上農場…直接雇用

支払賃金（百万ドル）

シェア

販売額50万ドル以上農場…労務請負人を通じ
て雇用

1６，１７２

２６５，０００

５１．８

１０，９３４

１，７０４，０００

３６．６

2，６２６ 6，２０２＋１３６．２

５７４，０００

５２．０

＋１８０．０２０５，０００

４０．０

支払賃金（百万ドル）

シェア

２５，２４１

４，５８０，０００

５４３

８，４１５

７６２，０００

＋ｌＯ４１

ＮＡ

賃金支出５万ドル以上農場…直接雇用

支払賃金（百万ドル）

シェア

大規模雇用農場(1)…労務請負人を通じて雇用

支払賃金（百万ドル）

I２３６７

ＮＡ

ＮＡ

ａ９６１

ＮＡ

＋l１２４

ＮＡ

ＮＡ 69.0 ＮＡシェア

(1)大規模雇用農場とは，１９７４年は労務請負賃金支出１万ドル以上の雇主，1982年は同じく２万ドル

以上の雇主。

(2)ＮＡ＝利用不可能

出所：１９７４および1982年農業センサス

と。第二に，労務請負人の利用拡大は農業生産がより少数のより大きな農場に集中しつつあ

るのに農業雇用のひろまりを示している。

１９７８～］９８２年のあいだにⅢ農場数は３％減少したのに労働省を直接に雇用する農場数

は５％，労務請負人を通じて雇用する農場数は17影増加した（Ｆｉｇ１兆

直接に雇用された労働者に支払われた賃金は81影増大し,､労務請負労働者に支払われた賃

金は116％増大した。同じ期間に，全体の支払賃金総額に占める労務請負賃金支払額の割合
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Ｆｉｇｌ総農場数．労働者を直接に雇用する農場数．労務請負人を通じて
￣▲

雇用する農場数．１９７４．１９８２

千
2５００

形

2000

1５００

農
場
数

1０００

500

影

::::::::’'〃
０

974］９８ 974１９８ 974１配

総農場数直接に雇用する農場数労務請負人を通し
て雇用する農場数

出所：1974,1982農業センサス

'よ'０％から12％に増大した。

また，１９７８～１９８２年のあいだに，直接雇用も労務請負雇用もいずれも，また，１９７８～１９８２年のあいだに，直接雇用も労務請負雇用もいずれも，(1)果実・野菜

・園芸農場に，(2)主要な果・野・園芸州に，(3)大規模雇主にいよいよ集中している。

労務請負人を通じて雇用する果・野・園芸農場の労務請負賃金支払額のシェアは，１９７４

年の52％から１９８２年の62％に増大している（表３，Ｆｉｇ２）。

他方，果・野・園芸農場における直接雇用はわずかに増大したにすぎない，すなわち，賃

金支払額シェアは32％から33％になった。

合衆国における果実および野菜の主要供給地であるカリフォルニヤ州では，労務請負の増

大と集中が全国とくらべて一段と速いテンポですすんでいる.カリフォルニヤ州では，賃金

支払総額のうち労務請負支払賃金額は15％から19％に増大している。

また，労務請負人を通じて労働者を雇用する農場数は36％増大した。一方，労働者を直接

に雇用する農場数は28％の増大であった。カリフォルニヤの請負賃金支払額が123％増大し

たのに対して，直接雇用賃金支払額は74％増大した。テキサスおよびフロリダにおいても労
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務請負の増大率は直接雇用の増大率よりも大きかった（表４，Ｆｉｇ３）□

表４カリフォルニヤ，フロリダ，テキサスおよび合衆国全体における

労働者雇用農場数および支払賃金額

端減率1９８２1９７４

合衆国

（１）農場数

（２）直接雇用の農場数

（３）賃金支払額（百万ドル）

（４）労務請負人を通ずる雇用農場数

（５）賃金支払額（百万ドル）

（６）賃金支払総額のうち労務請負

支払賃金の割合(％）

カリフォルニヤ

（１）農場数

１２）直接雇用の農場数

（３）賃金支払額（百万ドル）

(4)労務請負人を通ずる雇用農場数

（５）賃金支払額（百万ドル）

（６）賃金支払総額のうち労務請負

支払賃金の割合(影）

フロリダ

（1Ⅲ農場数

（２）直接雇用の農場数

（３）賃金支払額（百万ドル）

（４）労務請負人を通ずる雇用農場数

（５）賃金支払額（百万ドル）

(6)賃金支払総額のうち労務請負

支払賃金の割合(影）

テキサス

（１）農場数

（２）直接雇用の農場数

（３）賃金支払額（百万ドル）

（４）労務請負人を通ずる雇用農場数

（５）賃金支払額（百ノゴドル）

（６）賃金支払総額のうち労務請負

支払賃金の割合(％）

３．２

４６

８１．４

１６．７

１１５．６

2，３１４，０１３

８３１，３４０

４，６５２

１１９，３８５

５１２

2，２４０，９７６

８６９，８３７

８，４４１

１３９，３３６

１，１０４

＋
＋
＋
＋

1１．６9.9

＋２１９

＋２８．１

＋７４．４

＋３６．２

＋１２２．６

８２，４６３

４０，０５７

１，８１９

１８，１４９

４１４

6７，６７４

３１，２６８

１，０４３

１３，３３０

１８６

1８．５1５．１

＋１２．０

＋１６．８

＋８１．８

＋４７．８

＋151.3

３２，４６６

１１，１１５

２６４

ａ795

８０

３６，３５２

１２，９８７

４８０

５，６１０

２０１

２９．５23.2

６３

１６

５９．５

７．５

９１３

1７４，０６８

６２，０６５

３０１

２０，９４８

４６

'８５１０２０

６３０８０

４８０

２２，５２８

８８

－卜

＋
十
十

－Ｌ

1３．２ 1５．５

出所：１９７４，１９８２農業センサス

－２５－



Ｆｉｇ２標準産業分類別にみた農場の労務請負賃金支払額

百万ドル （１９７４．１９８２）

1２

1０

８ 、（

１１そ０
６

Ｚｌ現金穀物以外の畑

４

瑠圏

wU鑿iiiiiii
２

＊：販売額２，５００ドル以上の農場
出所：1974,1982農業センサス

Ｆｉｇ３合衆国およびカリフォルニヤ．フロリダ．テキサスにおける

請負賃金支払額（１９７４．１９８２）

百万ドル
1２００

1０００

800

□その他の州

圀テキサス

圏フロリダ

図ｶﾘﾌｫにア

6００

4００

〃〃Z〃"Ｚ，鰯"’

鍵蝋臘垂■200

０

１９７４１９８２

出所：1974,1982農業センサス
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大規模農場は，たいがい直接に労働者を雇入れる独自の人事担当部門を持っているにもか

かわらず，農業労務請負人の利用を増大させている。１９８２年に農産物販売額50万ドル以上

の農場が支払った請負ff金支払額は合衆国全体の請負賃金支払鍬の52影を占めていた。これ

は１９７４年には40％であっﾌﾟこ（表３をみよ)。1982年に農産物販売甑10万ドル以上の農場は

請負賃金支払額の79％を支払った。

労務請負人の利Ⅱ]は腱場数が減少した州においてもほかの州と同様に墹大をみた。

たとえば，ノースカロライナ州では，労務請負人を雇用する農場数は，１９７４～１９８２年

において26影増大したが，他方，労働者を直接に雇用する農場は10影の減，農場総数は13影

の減であった。ニューヨーク州でも，労務請負人を雇用する農場数は20％蝋大したが，これ

とくらべて，労働者をiTLi接に雇用する農場は２％の増，農場総数は３％の減であった。

２．農業労務請負人にかんする連邦規制

農業労務請負人を規制する必要性は長いあいだ妥当なことであると認激されてきた。

１９３０年代のはじめから，ｉ議会委員会，政府機関，大統領委員会，教会，市民団体などが

移動労働者の苦境についての調査を行ってきた。

１９６０年と１９６１年の一連の議会公聴会が下院において農業労務詩負規IljlI法を通過させる

ことになった。しかし｣｣暁は可決しなかった，

下院の報告は，移動労働者の状況をⅢ'わが国社会における長いあいだ､の病める傷口，，と呼

び､,速やかに改善の行釛をとらないならばわが国民に対する道義的ｴﾋﾞ任の拒否とみられるで

あろう”と結論した（合衆国下院，１９６１，Ｐ３）。

議会の公聴会もまた，移動労働者の貧苦の状態と農業労務請負人の労働者iWi便を文書によ

り証明した。

農業労働者は，１９６０年代のはじめにおいて，いぜん，全国労働関係法，連邦賃金・時間

法，失業手当，作業場安全基準，労務者補償，児童労働保護の大部分から排除されていた。

農業労働者にとって利11]しうるＩｌｌＩｉ－の連邦保護は老令遺族保険，身体障害者保険（社会保障）

であった。それも労働者が資格をうるに足るだけの稼ぎのあるばあいに限られた。

９つの州とプエルトリコには農業労務請負人に適用する法又は条例があった。しかし，州

高官は，いずれかの州における法の実施も，違反者を別の州に移勅させるだけであったと不

満を述べた。

最低限251](助いた移助労lililI者の平均賃金はｌＥ'６．２５ドルであった！)彼等は年に平均109日

働いて平均年収６８１．２５ドルをえている（合衆国上院１９６３，Ｐ４５）。

労務請負人による労働者に対する多くの酷使は，１９６３年合衆国議会上院に報告された
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「農業労働者チームの概要」（1962年,労働省)によって資料が提供された。

ｌＷｌｉ便の例として次のものがリストされていた。すなわち，交通費の立替金として労働者に

対する不当な代金請求，農業雇主と労働者の双方からの交通費の徴集，交通手段を与えずに

チームを見捨てること，労働者を故郷に帰さないこと，勘定不足や量目不足の単位をつくり

出したり，出来高当り支払いの基準単位の超過を労働者に要求したりすること，農業雇主か

ら賃金を徴収して労働者には賃金を払わなかったり，賃金未払いのまま労働者を見捨てたり

すること，労働者のかせぎから口銭をとること，協定賃金より少なく支払ったり不当な天引

をすること，農園主（Ｇｒｏｗｅｒ）から無料で与えられた設備の貸料を労働者に請求すること，

農業雇主に水ましした生産数字を提出すること，労働者に支払われるべきボーナスその他を

着服すること。上記以外の問題についても資料が提出された。すなわち，未成年者を授業時

間内に雇用しようとする一貫した意図，酒や薬の不法販売，賭博，売春の取引など。

１９６４年に両院議会は１９６３年農業労務請負人登録法（ＦＬＣＲＡ）を可決した。これは

１９６５年に発効した（ＦＬＣＲＡには農業団体およびフロリダ農業労働部のような若干の政府

機関の反対があった)。

法律は農業労務請負人の登録に力点を置いた。しかしＦＬＣＲＡの実施は最低限のものであ

ったし，実際，違反者にはなんの制裁も適用されなかった。１９７４年に，議会は範囲を拡大

して不法入国労働者の雇用を含む違反に対してIIT民的(|ill裁を通ⅡＩするよう改めた。法の実施

は拡大された。しかし，登録の必要があった農園主（Ｇｒｏｗｅｒ）や包装倉庫経営者のような

場所の固定している雇主は声高に反対した。

１９８３年に議会はＦＬＣＲＡに代置するべく移動・季節労働者保護法（ＭＳＰＡ）を可決した。

そして，農業労務請負人の登録から労働者保護へと焦点を移した。

登録，制裁，労働者保護制度という展開は，農業部門の効率化をますます推進する一方で

農業労働者を保護することの困難さに対する議会の挫折感を少なからず反映している。

３．不法人国労働者と農業労務請負人

不法入国労働者雇用禁止はほかの大部分の条項よりも実施は－そう困難である。

労働省は，通例Ｔ不法入国の外国人を発見するのに移民帰化局（ｌＮＳ）に依存している。

もし労働者が'’１１１１白に”不法入国者であるならば，たとえば，もし労働者が自分の身分の

不法性を認めるならば，労働省は，ＦＬＣＲＡ又はＭＳＰＡによる審査をへて農業労務請負人

に出頭を命じるにすぎない、

たいていの場合，労働省の審査官は，移民帰化局から受取った逮捕記録によって逮捕され

た労働者の雇主としてリストされた労務請負人に'１１頭を命じるか，又は，不法入国労働者を

－２８－



1((別Ｉ)する打綜,'ｉｔ1とみ`つれる1((1):Lﾉ)鍋術を|刑蛸する。こり)ようなiM:jIiuijr統のﾌﾟこめ，ツj働宥

u)認疋は.〃}端I'j〔１人(/)ほんのわずかな(|j分か不法人IRIﾂﾉ働門を'１１:111しているとの↓,L〃に'''１)着

することになる〃

］９８１〕{'１代(/l)はじめには，（ljｲ1;，、｢均173人のうj勝浦〔１人かｲ〈iJ〈人'１(|対伽荷を1値川したか

どで;罰金を課せられた｡

Ｆｉｇ４は，１９８()～’1)８３に'4挫鰹業地域において汀不ii」i人111`が１１ルバをIiRIllして発咀lされ

た労務{;１１j直人の数を,jくしプニものである。

また，Ｆｉｇ５は，これらのﾂﾌﾞｲ綿ＩＩｒｎ人に1W:１１１されたと'〃働行か認定したイミ>」(人１１１労働行の

数を示している。

１９７３{1Ｉ，カリフォルニヤにおける下院姿ii会の証汽は,盤業lﾉﾉﾉ勝,;i1ifi人がﾉ|<ii去人lIiLl労働

荷の|{饗な使用行であることを明らかにした。そして，労務!；ｉｆ[1人は不法人|}ﾐ|労働折を使用

しなければｆｌ]益がえられないとlﾘ|冒した（合衆lKl議会卜1塊］９７３），

しかし，村人､Iiiirii()ill地域において苣奄録された約4,500の労勝i,IjL口人およびｌ１ｉ１便1Ⅱ人のう

ち，好ｲ|{平均わずか21人か不ii上人１１くげj働汽を'雁l｢'しﾌﾟﾆかとでllljjllを命ぜられﾌﾟﾆにすぎなかっ

たり

予想されたとお()，不iii人人ｌｌｆｌﾂﾌﾞMl1荷をｌＩ１Ｈ川したとみなされたﾂﾉ筋,ｉＩｌｉｎ人の数は7」tlim行i/ili勅

'１才ＩＩＭ政と密接にUILlj堕している（Ｆｉｇ６比

Ｆｉｇ４不法入国労働者を雇用した労務請負人の数．
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Ｆｉｇ５労務請負人により雇用された不法入国労働者の数．
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出所：前図に同じ

Ｆｉｇ６不法入国労働者を雇用した労務請負人の数と

法施行活動時間数．１９８０～１９８３
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Ｆｉｇ７は１９８０～１９８３年の問に，毎年労務請負人に雇用されたとみられる不法入国労働

者数と移民帰化局によって逮捕され国外追放された外国人の数を比較したものである。

かって，労務請負人に雇ＩＥＩされたとみられる不法入国労働者の最大数は，１９８０年の4,000

人であった。そのとき以来，その数は１９８３年の1,100人以下に減少している。ところが一

方，移民帰化局による逮捕者数は120万人に増大しているのである。

Ｆｉｇ７労務請負人により雇用されたとみられる不法入国労働者数と

移民帰化局による逮捕の不法移民の数
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01t璽…+露霧
1977１９７８１９７９１９８０１９８１１９８２１９８３

脇労務請負人により雇用されたとみら●逮捕された不法移民数
れる不法人国労働者･数

出所：労働省雇用基準局ＦＬＣＲＡ/ＭＳＰＡ協力活動の地域別概要，1980-1983および
移民帰化局年報，１９７７－１９８３

カリフォルニヤにおいて，農業労務請負人により雇用されたとみられる不法入国労働者の

数は，１９８０～１９８３で，毎年平均わずか312人にすぎなかった．

ところが，カリフォルニヤの農業労働者の30％が不法入国者であったという１９７５年の移

民帰化局の推定，あるいは，２５％が不法人匡'た．というマーチン，マインズ，テ.イアスの推定

（１９８３）は，カリフォルニヤの労務請負人が労働省の認定した数のほぼ600倍に及ぶ約１８

万５千人の不法入国労働者を毎年雇用していたことを示している，

移民帰化局は，ある５ケ月の問に，フレスノ地域において，ある一つの農業労務請負のも

とで働いている］80人以上の不法入国労働者を逮捕した（合衆国議会下院１９７５）。
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イ(〈法人国省の1願111の嬢止を移民llnl化lijjを通してlHl接的に:戈施することが，労働省の法実施

戦１１１片を策定するﾉﾉをflj'１|ｌ↓し，特定の作物へのITTiりをひきおこしているⅡ

移l造帰化局の腿雛”邪入れ”は労Iilill門の発見と逮l11iがより容易な作物に集１１'するIWiきがあ

る。たとえば，柑橘()）jP働者の半分以上は不法入国満だという指摘にもかかわらず，柑橘より

も,Iill椒のような背の低い並列状の作物において，より多くの不法人lKI労働者が逮捕される」

ベンチュラ郡の''''1m業にかんするある１J｢究は，メキシコ人?労働-iＩ！iに２ﾉﾄﾞiiilylの異なる部分が

あることを示した。

’’１２作１，'部分は，合法的入国者であった，かってのブラセロから成り，労働組合契約のﾄﾞ

でかなりの付加給付のある安定した化ﾘﾄﾞについている。,,｜くl創”部分は，職業的な腿染ﾂjW；

請負人により基架され，はるかにIlRいliMlllと恩典のもとでⅡ:］;の係|蝋もないＩｚとしてメキシ

コからの不法人[flの移１１ﾘﾉ労働名から成っている（コーネリウス他||サンフランシスコ湾11地域

におけるメキシコ人移民』ＵＣＳＤ，Ｉ９８２Ｌ

Ｉ〃'’１１行によるin1-1:lljll故法の実施は，この機関を，イ《i」|《人llilくげ'1,1門とのI)U係でイliriした立場

にiifいている．労働行の化}Ｉの｣:なWlj分は公]]ミガl1M1ﾉ,Ｗiii｣:（ＦＬＳＡ）の1IMI〔Pf余と超過llIilﾉ勝

１１t金の規定の実施である。この規定によって徴収した金荊lは，１９８２ｲ|:で，合ｉｌｌ３()ノノドル

に達し，５０万以上の労働者に支払われた（表５ル

ツjWili行は不法人ＩＩｉｌ雁川(/)疑いのあるﾘﾉii腱又は雁｣<を､そ(/)｣Ｗｌ([iii〈iYﾉi他hF1fl/の'１慨として

いる』

ﾉﾐ５公正ﾂj鋤ﾉﾊ準法およびＦＬＣＲＡ／ＭＳＰＡ罰金にｌＩｌｉづく

ツブ働行徴収のイ：)Ⅲ支払賃金，１(１８０～１１)8１

二二LiZirI二'.回引Ｔｍ工応－１０

｢－－－－－－

賃金不当支払総額（千ドル）

従業Ｌｌ

Ｗ難Uf金ｲ（当支払紺（｢･ドル）

従業1１

1１０，９００］２７，３００１３０，２００114,0］０

６２３，０００687,000５７８００()440,161

4,000未満３，３９２２〆1０２NA

19B6418,28111,329NA

ＦＬＣＲＡ〆ＭＳＰＡによる

市民なみ現金罰の査定総纐(千ドル）
1,000未lMlljl,３８７ ６５１1，２３９

ＦＬＣＲＡ／ＭＳＰＡによる

不怯入国労働者1,1m数の査定（千）
４２６5８７２１１ 3９３

従業ｕ３，９９５２，３６４Ｌ３４３１，０７２
－＿ｉ

ｌｌｌｌｌＴ：ヅjllllγ｢ｒＩｉ#M，１９８０～］９８３，ｌｒｉｌｌ１勵||基i糠１両)，［『企・'１５間.葉施hFiilllIM要，１９８０～１９８３
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ＭＳＰＡによる労務請負人の審査といった雇主制裁法が実施されている状況下では，労働

省は不法入国労働者のために未払fii金を徴収すると同時に，彼等を雇ったかどで，その雇主

に罰金を課する立場にある。

この２虚の役割が不法入国労働者に公薑正労働基準法違反の不満をのべることを思いとどま

らせ，蛾低賃金施行の有効性を減退させている。雇主制裁法がすべての産業に影響を及ぼす

ならば労liill者に対する利害の矛盾は替しく拡大するであろう．
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訳者あとがき

1．アメリカ合衆国の農業労務請負制にかんするさいきんの状況を語る資料２編を紹介する。

一つは，農務省経済調査局エコノミスト，スーザンＬ・ポフック解説の「アメリカ合衆国に

おける農業労務請負制」（農務省経済調査局，農業経済リポートNUL５４２，１９８５年11月刊）

であり，もう一つは，カリフォルニヤ大学デービス校農業経済学科教授フィリップＬ、マー

チンおよび，同校客員エコノミスト・弁護士スーザン・ボーペル共著の『農業労務請負人の

活動と規則」（カリフォルニア大学ジャニーニ基金，GianninilnformationSeries

No86-３，１９８６年６月刊）である。前者は全訳だが，後者は主要章節についての抄訳である。

２．アメリカにおいて農業の労務請負人があらわれるのはほぼ－世紀前にさかのぼるとされ

ている。

農業労務請負人とは，一般にⅢ農業の季節仕事と就労機会を求めている労働者とを結びつ

けることをもって職業とする者である。

農業労務請負制は，地域的には，カリフォルニヤを中心とする南太平洋沿岸部，テキサス

を中心とする南西部，フロリダを中心とする南東部，それに，オハイオ，ミシガン，イン

ジアナを中心とする北中央五大湖地域に集中して行われ，又，果実，野菜，偉'芸作部門の大

規模農場に集中している，これらは昔も今も変りはない！

１９５０年代はじめのカリフォルニヤにおける農業労務請負制を詳細に研究したＬ、Ｈ､フィ

シヤー（Ｌ、Ｈ・Fisber1TheHarvestLaborMarketinCalifornia’１９５３）が述べたよ

うに，農業者が労働者の募集や労働者への仕事の割当および監督といった伝来の仕事から手

をひきつつ純粋の企業家に成長してくるとともに，労働者の雇主としての労務請負人があら

われ，これらの仕事を引き受けるようになったのである。

３，農業労務請負人は，ある意味では川農業労働市場をいくらか組織化する役割を果してき

たとも言えるがⅢこれがつねに論議のまとになってきたのは，彼等の労働搾取者，寄生者と

しての悪評があまりにも高いがためである。

連邦政府は１９６０年代中頃より労務請負人の活動の法による規制にのり出した。すなわち，

１９６３年農業労務請負人登録法制定，１９７４，１９７６，１９７８年の同法改訂，１９８２年移

動・季節労働者保護法制定といった具合である。しかし，これら法規制の強化も労務請負人

の悪辣な活動を規制するうえでほとんど実効がなかった。

４．ここに紹介した２編のうち，はじめの農務省ＥＲＳ報告では，労務請負人は農場主と労

働者の間にあって，有無相通ずる合理的巾介者であるかのように解説されており，請負人規

制法の効果についても肯定的評価が下されている｡しかし，あとのGialmilli報告は，これ
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と対照的である。

連邦政府の法規制強化の企図にもかかわらず，農業労務負請人の活動は拡大している。

そして，従来，労働者を直接に雇用していた農場.主のなかにも，さいきんでは，労務請負

人を通ずる雇用に切り替える傾向がでている。

しかも，労務請負人の雁用する労働者の大きな部分は，いわゆる証明嘗不所持（undocu‐

mented）の不法人凶外圧1人労働者（illegalalienworkers）であるという。

この点，農務省報告が諦負チーム労働者の多くが白人，学生のアルバイトであるかのよう

に描いているのはきわめて問題であろう。Ｗ:Ｈ・フリードランド（カリフォルニヤ大学サン

タ・クルーズ校社会学教授）も指摘しているように多くの州において，季節的ﾂj働者，移動

労働者は，とくに不法入国労働者も含めれば，圧倒的にヒスパニックである。（ＷＨ・Fri-

edland“ＴｈｅＬａｂｏｒＦｏｒｃｅｉｎＵ．Ｓ・Agriculture.；ＦｏｏｄＳｅｃｕｒｉｔｙｉｎｔｈｅＵｎｉｔｅｄ

Ｓｔａｔｅｓ，ｅｄ・ｂｙＬＢｕｓｈａｎｄＷ.Ｂ・Ｌａｃｙ，１９８４）

農務省報告のもとになっているデータは，商務省センサス局が実施する全国約６万のサン

プル世帯にかんする人'１現況調査（ＣＰＳ）の12月調査に付帯して行う農業賃金労働者調査

の結果によるものである。このi凋査は多くの問題点をもっているが，とくに，陀大な不法入

国労働者をとらえていない点がその調査結果の信頼‘性を著しく低めている。〔これらの点に

ついては統計研究参考資料Nq201アメリカ農業労働者調査報告」択召あとがき参照〕

5．労務請負制に￣賞して1文対し，これの廃止を求めて連動を展|;Mしてきたのが農業労働者

組合であった。そこで以下，かんたんに現在活動中の主要なアメリカ農業労働者組合の動き

にふれておく。

まず，シーザー・チャベス（チカノ）が指導するUnitedFarmWorkersofAmerica，

ＡＦＬ－ＣＩＯアメリカ統一農業労働者組合（ＵＦＷ）は，１９６２年の創立以来，農業労務請

負制を廃止して組合経営の労務周旋所（hiringhall）をもって代替するという雇用・労働

条件にかんする労働者管理の要求をかかげて運動を展開してきた。

チャベスの非凡な統率力により今世紀最大の成果をあげたと評されるその運動はストライ

キとボイコットにより，ぶどう，柑橘，レタス，とまとなどの農園王（グロワー）＝アグリ

ビジネスと対抗しつつカリフォルニヤを本拠に膣開されているが，フロリダ，テキサスでも

組織化に手をつけている。しかし，組合員は１９７０年代末の約５万のピークを経て，１９８４

年において，約３ノアと言われる｢，（橘在的対象者はカリフォルニヤだけでも20ﾉﾌﾞ人以上とみら

れる）

この数年，連動は停滞をつつけているようにみえるが，現ｲ}：（１９８６ｲ1９，ｎｌｉ農薬使用

規制を前面にかかげてﾉl：食ぶどう購入の集lil的ボイコットを!押える”怒りのぶどう”連動を
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展開しつつもりかえしをはかっている。

ところで，ＵＦＷは，不法入国労働者については，その存在が国内労働者の賃金と労働条

件の引上を無にするものであるのに加えて，しばしば，これら不法入国労働者がＵＦＷのス

トのさいスト破りとして雇われたことから，これの合衆国からの締出しを求めている。この

点をめぐって，不法入国農業労働者組織と対立状態となっている。

不法入国農業労働者を代表する組織は，ArizonaFa｢mworkers′Unionアリゾナ農業労

働者組合（ＡＦＵ）である。これは１９７９年ルーペ・サンチェス（チカノ）によって創立さ

れ，柑橘，たまねぎ，メロン，レタスなどの圃場を中心に組織化活動を行い，ストライキに

よって賃金引上，住宅・医療の保障などを獲得し大きな成果をあげている。

さらに現在，活発な運動を展開しているもう一つの農業労働者組織は，インジアナ，ミシ

ガン，オハイオ３州が境界を接する地域を中心にして，たまねぎ，きうり！とまとなどの圃

場で働く労働者の組織化活動を展開しているFarmLaborOrganizingCommittee農業労

働者組織化委員会（ＦＬＯＣ）である。

これは１９６７年パルデマル・ヴェラスケス（チカノ）により創立された。さいきんの成果

は，本年（１９８６）２月，７年におよぶボイコット斗争のすえリキャンベルスープ社，これ

と生産契約を結ぶ，とまと・きうり農園主（Grower)，そしてＦＬＯＣの三者間労働協定を

達成したことである。この三者間協定とは，ＦＬＯＣが要求する農業労働者の賃金引上分を，

彼等の雇主である農園主（グロワー）が契約生産物をアグリビジネス企業（キヤンベルスー

プ社）に売渡すさいの受収価格の中に含めて支払うことをアグリビジネス企業に承認させる

というものである。

このような協定はアメリカ農業労働運動史上はじめてのもので，農業労働者の賃金・労働

条件の引上にとって画期的意義をもつものとの評価を受けている。しかし，これの実施はす

でに生産現場において，労務請負人のはげしい妨害を受けている。ＦＬＯＣはさらに，農薬の

使用規制，労務請負制の廃止を求めて動きつつある。つぎの目標はオハイオ最大のとまと加

工会社ハインツ（本拠はピッツバーク）に向けられており，この冬期の交渉をつうじて1987

年３月の協定成立を目ざしている。

６．さいごに，日本語訳の本誌掲載を快諾されたＳｕｓａｎＬ、PollacKに感謝する。なお，

訳出は喜多克己が担当した。
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